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要　　旨
本研究では森林施業履歴を用いて，栃木県内における用材と林地残材の発生量と収穫可能量を推定す
るモデルを構築した。用材の搬出先として栃木県内の 5 箇所の木材市場を，林地残材の搬出先として 3
箇所の工場を想定した。作業システムは各地域の森林組合への聞き取り調査より設定した。解析の結
果，栃木県では，2008 年度の間伐，主伐作業によって 450,304 m3 の用材と 549,957t（容積比重 0.68 t/
m3）の林地残材が発生したと推定された。また，電力固定価格買取制度を想定した林地残材買取価格
10,000 円 /t で，利益が出る小班からの林地残材の収穫可能量は，本研究で想定した 3 箇所の林地残材
搬出先の需要量を満たすことが確認された。最後に新旧造林補助金を考慮して，林地残材収穫可能量
を試算したところ，新造林補助金を考慮した林地残材収穫可能量は旧造林補助金を考慮した林地残材
収穫可能量よりも少なくなった。これは新造林補助金には施業面積 5ha 以上，搬出材積 10m3/ha という
条件があるためである。ただし，いくつかの市町では新造林補助金を考慮した林地残材収穫可能量が
旧造林補助金を考慮した林地残材収穫可能量よりも多く，今後，施業面積，作業システムを新造林補
助金の条件に適合させることにより，収穫可能量が増加することが期待される。
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ABSTRACT
In this study, the model to estimate the annual supply potentials and available amounts of timber and logging 
residues from profitable sub-compartments for all cities and towns in the Tochigi prefecture were developed 
using forest management records. Five log markets and three factories in the Tochigi prefecture were assumed as 
destinations for timber and logging residues, and forest operation systems were set based on forestry cooperatives. 
The results showed that annual supply potentials of timber and logging residues were 450,304 m3 and 549,957 t 
（Bulk density: 0.68 t/m3）. When the unit price of logging residues was 10,000 yen/t, the annual available amounts 
of logging residues from the profitable sub-compartments could almost cover the annual demands of the three 
factories that we used for this study. Finally, available amounts of logging residues with the old and new subsidy 
systems were estimated. As a result, available amounts of logging residues with the new subsidy system were 
smaller than those with the old subsidy system because the subsidy in the new system was received for thinning 
operations with more than 5-ha operation site areas and more than 10-m3/ha extracted volumes. However, 
available amounts of logging residues with the new subsidy system were larger than those with the old subsidy in 
some municipals. Therefore, available amounts would be expected to be increased by adapting forestry operation 
site areas and operation systems to the new subsidy system.
Key words: annual supply potential, annual available amount, forest management record, logging residues, subsidy
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1．はじめに
1.1　背景
　栃木県の森林面積は，349,187ha で県土の 54.5%
を占めている。そのうち人工林は 156,892ha で，県
内の全森林面積の 44.9％を占め，人工林の蓄積は
42,819,000m3 で，県内の全森林蓄積の 62.5％を占める
31）。栃木県では，これら人工林で深刻になった間伐遅
れに対応するため，平成 20 年 4 月より導入した「と
ちぎの元気な森づくり県民税」の実施事業の中で，「奥
山林整備事業」を開始した。その平成 22 年度実績は
729,680,000 円で，全事業費 1,115,368,000 円の 65.4％
を投入し，3,302ha の間伐を実施した。しかし，採算
性の問題から伐捨間伐も多く，県内の間伐実施面積が
増加する一方で，多量の林地残材が発生している 33）。
　森林内に活用可能な木質資源が残される一方で，佐
野市，鹿沼市，那須塩原市などで木質バイオマスを主
燃料とする発電所，チップ生産工場，ペレット製造工
場などが建設され，稼動している。佐野市のバイオマ
ス発電設備は，地元に大きな工場を構える大手セメン
ト会社が，環境対策や地域貢献など企業の社会的責任
（Csr）の一環として導入し，燃料の 65％（年間 10 万 t）
を木質バイオマスで賄い，森林整備加速化・林業再生
事業の助成を受けながら，森林バイオマスの受け入れ
を 2010 年 3 月から開始した。鹿沼市では，佐野市の
バイオマス発電施設などに納入することを視野に入れ
て製材工場にチップ生産工場が建設され，森林整備加
速化・林業再生事業の基金も活用して林地残材を受け
入れている。那須塩原市のペレット製造工場は，隣接
する那須町にある温泉加温用ボイラー燃料を灯油から
木質ペレットに転換して国内クレジット（国内排出削
減量認証制度）の認証を受けた温泉旅館などにペレッ
トを販売している 9, 28）。
　このように大小様々な施設でこれらの木質バイオマ
スの需要があり，さらに今後も増加していく可能性が
ある。これらの木質バイオマスは現在では製材所廃材
や建築廃材で賄われているが，今後は未利用の林地残
材を活用する必要性も生じると考えられ，林地残材の
活用が林業経営にも影響を与え，利用間伐や初期路網
整備の促進にも寄与することが期待できる。
1.2　既往の研究
　地域で未利用の林地残材をエネルギーとして利用す
るために，井内 4）や上村ら 5）は市町村を単位として
林地残材を含めた木質バイオマスなどの賦存量や供給
可能量を推定するためのマクロ的な手法を開発してい
る。また，現場レベルにおいては，中澤ら 17）が土場
に発生する残材の利用が有利であるとし，集材方式（全
木，全幹，短幹）の違いによる土場残材発生量を明ら
かにするとともに，その最も重要な要因となる利用間
伐の実施可能性について解析している 18）。さらに土
屋ら 37）は，材価変動を考慮した発生量の推定と，間
伐補助金の導入による森林バイオマス搬出可能量の変
化について報告している。林地残材の収穫費用に関し
ては佐々木 24）をはじめ多くの事例報告があり，現場
で実際に機械を稼動させ，集材方法や樹種，林齢ごと
のバイオマス発生量計測や運搬工程調査によって，作
業生産性が調査され，集材・運搬費用や重油と競争
可能な供給費用の試算などが行われている。マクロ
的には Yoshioka ら 41），有賀ら 1, 2, 3），Kinoshita ら 6）が
森林施業の単位となる小班を単位として，八木ら 38），
Kinoshita ら 7），山元ら 40）が数 km のメッシュや市町
村を単位として，国家全域を対象に ranta22）は 10km
程度のボロノイポリゴンを単位として，Möller ら 14）
は 100m メッシュのラスターを単位として，それぞれ
収穫量や収穫費用の試算を行っている。さらに，エネ
ルギープラントの稼動という面では，八木ら 38），有
賀ら 1, 2, 3）が最適なエネルギープラントの規模や配置
を検討している。村上ら 15）は，林地残材収穫と持続
可能な林業経営の両立を検討するために，路網整備も
含めた 60 年伐期の条件において林地残材収穫が林業
経営に与える影響を評価し，また中間ら 16）は林地残
材収穫を想定した場合の最適輪伐期と最適林分経営戦
略を求め，林地残材価格や林地残材搬出率がそれらに
与える影響を評価している。
　これらの林地残材の収穫に関する研究は，林地残材
を用材とは別に収穫することを想定して，調査，解析
が行われているものや，簡略化された条件設定を基に
解析されている場合が多いが，本研究では実際の間伐・
主伐作業，収穫作業システム，搬出先などを活用した。
1.3　研究の目的
　本研究では，将来的な県内未利用林地残材の活用と
林地残材収穫の森林整備促進への影響を検討するた
め，栃木県内における林地残材発生量，発生場所の現
状の把握とその収穫費用の試算を行った。本研究では，
栃木県庁が所有し，一般に公開している森林施業履歴
のデータを用い，過去栃木県で実際に行われた間伐，
主伐作業による林地残材発生量，発生場所を推定した。
さらに地域を管轄する森林組合で採用されている収穫
作業システムを調査し，林地残材および用材の収穫費
用をより現場に即して推定し，経済性が成り立つ林地
からの林地残材収穫可能量を推定するモデルを構築し
た。
2．対象地・データの概要
2.1　対象地
　本研究で対象としたのは，栃木県に存在する 27 全
市町で，栃木県は中央部に広大な平野が広がり，北西
部の山地には豊かな自然が残されており，市町によっ
て様々な地勢を持っている。東部には標高 600m から
1,000m のなだらかな丘陵地である八溝山地，北部か
ら西部にかけては那須連山，帝釈山地，足尾山地の山
岳地帯と中央部の那珂川，鬼怒川，渡良瀬川の沿岸平
野部の 3 地域に大別される。北部から西部にかけての
山岳地帯は日光国立公園に指定されており，日光，鬼
怒川，川治，栗山，塩原，那須などの観光地も多数存
在している 34）。
　解析の対象とするのは，民有林のスギ，ヒノキ人工
林と，施業履歴に記載のあったアカマツ，カラマツ，
その他針葉樹，クヌギ，ナラ，その他広葉樹である。
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それぞれについて森林簿からその面積を集計すると，
スギ 68,482ha（森林簿記載の全森林面積に対する割合
32.6％），ヒノキ 44,325ha（21.1％），サワラ 110ha（0.1
％），アカマツ 13,973ha（6.6％），カラマツ 2,744ha（1.3
％），その他針葉樹 270ha（0.1％），クヌギ 3,539ha（1.7
％），ナラ 1,169ha（0.6％），その他広葉樹 74,808ha（35.6
％）であった。図－ 1 に樹種分布を，図－ 2 に齢級分
布を示す。戦後の拡大造林の影響から 10 齢級が最も
多い。
2.2　データ
　解析に使用したデータは，栃木県庁より，森林簿
（小班面積，林齢，樹種，蓄積），施業履歴（間伐実
績，植え付け実績，伐採率，搬出の有無），林道・作
業道位置，小班界（森林計画図）のシェイプデータ，
国土地理院発行の数値地図より，50m の数値標高モデ
ル（DEM），同じく国土地理院発行の国土基盤情報よ
り 10m の数値標高モデル（DEM），道路データを入手
した。なお，間伐施業履歴は 2008 年度および主伐は
2009 年度の植え付けの施業履歴を使用した。
3．データ整備
　栃木県庁より提供された森林簿には，解析に使
用する小班面積，林齢，樹種，蓄積の情報以外に，
MapKeycode，Keycode が存在する。いずれも地番を
並べたコードであり，その構成は，市町村コード，旧
市町村コード，林班，準林班，小班，枝番である。
Keycode がこれらをそのまま並べたコードであるのに
対し，MapKeycode はカタカナ表記である準林班を番
号に変換し作成されたコードで，gIs に取り込み使用
できる。
　解析を行うために，入手したデータは下記のような
手順で整備を行う。なお，解析に使用する森林簿，施
業履歴，小班界（森林計画図）がそれぞれ持っている
コードは表－ 1 の通りである。
1）施業履歴を森林簿に Keycode をキーとしてリンク
付けし，施業履歴と森林簿を統合したデータベース
を作成する。
2）森林簿・施業履歴統合データベースを gIs 上に取
り込み，小班界（森林計画図）のベクターデータに
MapKeycode をキーとしてリンク付けする。
3）小班界のベクターデータを，解析に使用する情報
ごとにラスターデータに変換する。
　このデータ整備過程において，リンクに使用するキ
ーの不備や，ラスターデータへの変換によって消失す
る小班が発生し，データ数の減少が見られた。都道府
県や市町村といった大きな単位でのマクロ的な解析で
は，小さな小班の消失による精度減少は大きな影響と
ならないかもしれないが，施業履歴のような特定的な
データから解析を行う際には，ひとつの小班データの
消失が大きな影響となったため，データ整備手法とそ
の精度との関係を検証した。
3.1　森林簿
　森林簿には，Keycode は地番が正しく並べられたコ
ードであっても，MapKeycode は全く別の地番で作成
されたコードに置き換わっている小班が存在した。こ
のような状態のまま gIs に取り込み，小班界にリン
クすると，正しい情報が付加されず，全く違う小班の
情報がリンクする可能性があるため，このような小班
は予め削除した。2008 年度の森林簿では，元データ
は栃木県全体で477,284あり，5,530のデータを削除し，
gIs に取り込んだ森林簿のデータ数は 471,754 となっ
た。なお，2008 年度，2009 年度の施業履歴を用いた
解析にはこの処理による影響はなかった。
3.2　森林簿・施業履歴統合処理
　施業履歴を森林簿に Keycode をキーとしてリンク
付けし，施業履歴と森林簿を統合したデータベースを
作成する。
　間伐実施データにおける森林簿・施業履歴統合処理
での Keycode の不一致によるデータ減少は平均 3.5％
であったが，さくら市では 30％と多かった（表－ 2）。
また，主伐実施データにおけるデータ減少は平均 22.4
％と間伐より多かった。
　この不一致の原因として確認できたのは，各
Keycode での枝番の有無の不一致と，施業履歴に記載
された Keycode の小班番号が森林簿に存在しないと
いう 2 点であった。さくら市の施業履歴には，森林簿
に存在しない林班番号の記録が 52 存在し，特に多く
のデータ減少が起きていた。その他の市町においては
特殊な原因や偏りはなかった。主伐についても特殊な
図－1	栃木県全域の樹種分布
表－1　対象小班数と面積
図－2	栃木県全域の齢級分布
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原因は確認できなかった。
　ただ，この不一致に関して，枝番を無視して小班単
位で処理するなどの修正を加えると，発生量を推定す
るためのベースとなる小班の蓄積を正確に特定できな
くなってしまうため，Keycode に修正を加えることは
できず，ここで消失したデータは無効とした。ただし，
第 5 章 2 節で述べるとおり，この消失したデータも含
めて，本研究では発生量の補正を行った。
表－2　市町ごとのデータ整備によるデータ数減少過程
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3.3　GIS リンク付け処理
　森林簿・施業履歴統合データベースを gIs 上に取
り込み，小班界のベクターデータに MapKeycode をキ
ーとしてリンク付けする。
　ここからは村上ら 15）と同様に，gIs リンク付け処
理後，解析に使用する情報（小班面積，林齢，樹種，
蓄積）ごとに 50 m × 50 m メッシュのラスターデー
タに変換し，それらのラスターデータを重ね合わせ解
析を行う方法（パターン 1）とラスターデータによる
林分条件の算出と，小班ごとの面積，林齢，樹種，蓄
積の情報を別途扱う手法（パターン 2）を検証した。
表－ 2 の gIs リンク付け処理後からの間伐上段（灰色）
がパターン 1，下段がパターン 2 の結果である。
3.3.1　パターン 1
　この手法では，枝番判別不可小班が大きく影響した。
枝番判別不可小班とは，森林簿の Keycode では違う
小班として判別されている小班が，小班界では同一小
班として括られている小班である。
　図－ 3 にその例として佐野市のある小班と，森林簿
の抜粋を示す。森林簿の Keycode では，62 林班ア－
5 小班の枝番 A，B，C の 3 つの小班を表しているが，
MapKeycode は全て同一で，小班界には枝番の境界は
入っていない。このような状態で，森林簿を小班界に
リンク付けし，ラスターデータへの変換を行うと，最
上位に記載された枝番 A の情報のみ再現され，下 2
つの小班データは消失する。この処理により約 15％，
第 3 章 2 節と合わせると 20％近い減少となった（表
－ 2）。
3.3.2　パターン 2
　パターン 1 の検証によって，枝番が括られている小
班は一部消失していることが明らかになったため，ラ
スターデータによる林分条件の算出と，小班ごとの面
積，林齢，樹種，蓄積の情報を別途扱う手法を検証し
た。本研究で使用する林分条件は，林地傾斜，搬出距離，
運搬距離で，その算出には gIs を用いた地理情報が
必要であるが，これらはリンク付けの成功した小班で
算出し，森林簿・施業履歴統合データベース上におい
て枝番を除いた小班番号までが同一の小班全てにこの
林分条件を使用することとし，発生量の算出に使用す
る小班ごとの面積，林齢，樹種，蓄積は森林簿・施業
履歴統合データベースの値をそのまま使用する。
　gIs リンク付け処理後では，パターン 1 からパター
ン 2 でデータ数が 1 割程度増加した。これは枝番判別
不可小班を，森林簿・施業履歴統合データベースをそ
のまま使用する手法によって，再現可能にできたデー
タ数を表している。
　市町ごとに見ると，パターン 2 でも有効データ率が
90％を超えない市町が，栃木市，大田原市，矢板市，
那須塩原市，さくら市，那須烏山市，茂木町，那須町，
那珂川町の 9 市町存在した。元データ数が少なく，少
数のデータ消失でも高い割合となる栃木市を除き，8
市町は全て那珂川計画区上流に属する市町であった。
このデータ消失は，森林簿と小班界の MapKeycode が
一致しないことが原因となっており，このようなデー
タは gIs 上で位置を特定できず無効となる。森林 gIs
の整備状況が計画区によって大きく異なる可能性が示
唆された。
3.4　ラスターデータへの変換処理
　小班界のベクターデータを，解析に使用する情報（小
班面積，林齢，樹種，蓄積）ごとにラスターデータに
変換する。
　パターン 1 では 50m メッシュのデータを用いたが，
50 m × 50 m メッシュのラスターデータに変換した場
合，0.25ha 以下の小班や，メッシュの中心に当たらな
い形状の小班が消失する。このつぶれ小班は非常に多
く，栃木県全域で 50.0％の小班データしか再現できな
かった。
　そこでパターン 2 では 10m メッシュを使用するこ
とで，つぶれ小班を減らし，小班形状の精度向上も図
図－3　枝番判別不可小班例
図－4　小班面積頻度分布
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った。図－ 4 に 50m メッシュと 10m メッシュそれぞ
れの小班面積と，森林簿記載の小班面積の頻度分布を
示す。10m メッシュを使用することで，森林簿記載の
小班面積に近づく結果を得た。これによりすべての市
町において，gIs リンク付け処理されたデータの 100
％が再現でき，最終的に栃木県全域で間伐実施データ
に関しては 90.7％の小班データを解析にかけることが
可能となった（表－ 2）。
4．発生量・収穫可能量推定方法
　施業履歴の記録から，間伐，主伐による林地残材発
生量を推定し，その収穫費用を試算する。さらに買取
価格を設定し，林地残材および用材によって得られる
収入を算出，収支比較によって収支プラスとなった林
地残材発生量分を林地残材収穫可能量とする。
　解析は，下記の手順で行った。
1）小班ごとに伐捨間伐，利用間伐，主伐の施業区分
2）伐採率，搬出率，林地残材率，用材率の設定
3）林地残材および用材の発生量の推定
4）林地傾斜，搬出距離，運搬距離の算出
5）林地残材および用材の収穫費用の算出
6）林地残材および用材の買取価格設定，収入の算出
7）収支比較，林地残材収穫可能量の推定
　また，解析は 10 m × 10 m のラスターベースで行い，
伐出などは小班単位で行うと仮定して計算した。
4.1　施業区分
　施業区分は，2008 年度施業履歴より間伐実績と搬
出の有無を得て，搬出なしを伐捨間伐，搬出ありを利
用間伐とし，また，施業履歴は補助事業の記録を元に
作成されており，補助事業がない主伐に関する施業履
歴は未整備であるため，2008 年度に主伐（皆伐）作
業がされた小班では，翌 2009 年度に植え付けが実施
されていると仮定し，2009 年度施業履歴より植え付
け実施小班を主伐実施小班とした。27 市町のうち，
19 市町で該当施業の実施記録を得た。
　この施業区分の結果，2008 年度栃木県では，伐捨
間伐 3,410ha（70％），利用間伐 1,332ha（27％），主伐
170ha（3％）が実施されたと推定できた。図－ 5 に各
施業の齢級ごとの頻度分布を，図－ 6 に伐捨間伐，利
用間伐，主伐の分布図，図－ 7 に施業実施小班の樹種
割合を示す。林齢 60 年を超えるような小班でも伐捨
間伐が行われていることが確認でき，また施業実施
小班の 98％がスギ・ヒノキ林分であった。伐捨間伐，
図－5　齢級ごとの各施業実施面積
図－6　施業区分分布図
図－7　施業実施小班の樹種割合 図－8　市町ごとの施業区分の頻度分布
27栃木県における森林施業履歴を用いた用材および林地残材の発生量と収穫可能量推定モデルの構築
利用間伐の割合は市町によって特徴があり，利用間伐
割合が 50 ％を超える市町は，宇都宮市 82 ％，矢板市
76 ％であった。この 2 市町の特徴として考えられる
のは，都市部と森林が近く，さらに木材共販所（鹿沼
共販所，矢板共販所），大規模製材工場までのアクセ
スが良いことが考えられる。図－ 8 に市町ごとの施業
区分の頻度分布を示す。
4.2　伐採率，搬出率，用材率，林地残材率の設定
　伐採率 Cr に関して，施業履歴に記録がある場合は
その値を用い，ない場合は事業区分ごとの平均伐採率
を伐採率 Cr として用いた（表－ 3）。事業区分ごと平
均伐採率は，間伐実績のデータ元が各補助事業の記録
であることから，各補助事業で行われた間伐について，
その伐採率を平均したものである。主伐（皆伐）の伐
採率は 100％とする。
　伐採した材のうち搬出する割合を搬出率 Er として，
今回は枝条も含めた 100％を搬出すると設定し，「と
ちぎカーボンオフセット」で利用されている日本国温
室効果ガスインベントリ報告書 11）から，樹種別バイ
オマス拡大係数 BEF（蓄積（立木の幹部）に対する
枝条も含めた地上部比率）を樹種，林齢別に適用し，
枝条部分を林地残材の発生量に上乗せした（表－ 4）。
　また，伐採，搬出した材のうち林地残材発生量とし
て，チップ生産工場やペレット製造工場へ運搬する材
の割合を林地残材率 Lr，通常用材とする材の割合を
用材率 Tr として，蓄積（立木の幹部）に対して伐捨
間伐で 90 ％と 10 ％，利用間伐で 50 ％ずつ，主伐で
25％と 75％と設定した。
4.3　発生量の推定
　林地残材発生量 HL（t）および用材発生量 HT（m3）
の推定は，森林簿に記載された各小班の総材積量 S
（m3）に，前節で設定した伐採率 Cr，搬出率 Er を乗
じて小班からの全発生量 H（m3）を求め，これに林地
残材率 Lr と容積比重 Gr を用いて林地残材発生量 HL
（t）を，用材率 Tr を用いて用材発生量 HT（m3）を算
出した。容積比重 Gr はみかも森林組合が調査で算出
した 0.68 t/m3 を用いた 12）。なお，スギ，ヒノキの一
般的な全乾比重がそれぞれ 0.38t/m3，0.42t/m3 である
ため 27），今回用いた 0.68 t/m3 で含水率（乾燥重量基準）
はおよそスギで 100％，ヒノキで 80％程度となる。
 （1）
 （2）
 （3）
4.4　林地傾斜，搬出距離，運搬距離の算出
　小班の林分条件として，林地傾斜，搬出距離，運搬
距離を算出し，後述の収穫費用算定式にて使用する。
各小班の林地傾斜は，gIs ソフト TNTmips の地形特
性算出機能を用い，標高データ（DEM）から算出し，
小班ごとに平均した平均傾斜を使用した。
　搬出距離は，小班内に設置した土場と林分の平均距
離から算出したが，前述第Ⅲ章に記載した枝番判別不
可小班では，枝番を括った小班単位で算出された搬出
距離を，小班を構成する全ての枝番の異なる小班に適
用することになるため，過大に算出される。そこでこ
のような場合は，搬出距離を小班面積で除し，各枝番
の小班面積を乗じた値をそれぞれの搬出距離とした。
なお，土場の設定は，小班内で 1）林道，2）小班の重心，
3）利用施設のいずれからも最短となるセルを土場と
仮定した。
　発生した林地残材の搬出先として，①佐野市内の
チップ生産工場（木質バイオマス年間需要量 100,000 
t のうち林地残材年間需要量 6,000t）39），②鹿沼市内
のチップ生産工場（年間チップ生産量 12,000 m3）26），
③那須塩原市内のペレット製造工場（原木年間需要量
3,000t 程度）の 3 施設を想定した。③那須塩原市内の
ペレット製造工場の原木年間需要量は，工場に導入さ
れているペレタイザーの最大製造能力 1,500t/ 年から
算出した。さらに用材の搬出先として，栃木県森林組
合連合会木材共販所 3 ヵ所と，森林組合で独自に運営
されている木材市場 2 ヵ所を想定した。これらの搬出
先から各小班の土場までの最短距離を dijkstra 法によ
って全路網対象に道セルに沿って算出した。なお，運
搬距離算出に当たって，路網は全てトラック走行可能
と仮定し，栃木県全域単位で算出する必要があるため，
処理時間を考慮し，50m メッシュで算出した後，10m
メッシュへ変換した。また，小班の土場が道セルに
接していない場合は搬出先から土場に最も近い道セル
までの距離に，土場とこの道セルの直線距離に迂回率
をかけた距離を加えて運搬距離とし，既存路網から小
班までは公的資金により路網が整備されることを想定
し，既存路網から小班まで到達するための路網費用は
計上していない。迂回率は地形区分によって値が異な
表－3　事業区分ごとの平均伐採率
表－4　樹種別バイオマス拡大係数BEF
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り，今回は山口ら 39）と同様の手法で市町ごとに算出
した。地形区分は，下記に示すような地形傾斜 X（％）
と森林利用学的地形指数 I の関係式 8）に，各市町の平
均傾斜を代入して得た I の値から判断した。表－ 5 に
各市町の平均林地傾斜，森林利用学的地形指数，地形
区分，該当地形区分での林道迂回ηをまとめる。併記
した作業路迂回η ʼ は，後述する作業路作設費用算定
式で使用する。
 （4）
　各市町における搬出先の決定には，規模の大きいチ
ップ生産工場への搬出は，全 19 市町でより近い工場
へ搬出することを想定し，規模の小さいペレット製造
工場への搬出は，年間原木受入量を 3,000 t までとし，
周辺地域の那須塩原市，大田原市，那須町の 3 市町を
対象に収穫費用の低い小班から順に収穫し，収穫量が
3,000 t を超えた時点でペレット製造工場への搬出は終
了，残りの小班で発生した林地残材はチップ生産工場
へ搬出すると想定し試算した。佐野市および鹿沼市の
チップ生産工場への運搬距離を比較した結果，栃木市，
西方町，鹿沼市，日光市において，小班位置による工
場選択の可能性があることがわかった。また，用材搬
出先の設定は，栃木県森林組合連合会への聞き取り調
査から，地域を管轄する各森林組合が実際に搬出して
いる木材共販所を想定した。図－ 9 に各搬出先の位置
を，表－ 6 に各森林組合の管轄地域と森林組合ごとの
用材搬出先を示す。なお，用材搬出先が 2 ヵ所ある市
町では，小班ごとにより近い共販所を選択した。
4.5　収穫費用の算出
4.5.1　収穫作業システムおよび機械規格
　収穫作業システムは，県内森林組合への聞き取り調
査を参考に，森林組合ごとに代表的な収穫作業システ
ムを 1 ～ 2 種設定した。表－ 7 に設定した収穫作業シ
ステムとその採用森林組合を示す。また，収穫作業シ
ステムが 2 種類ある場合は，林地傾斜の急な小班から，
聞き取り調査から得た面積割合まで，急傾斜地に適す
ると思われる収穫作業システムを割り振った。この面
積割合は，森林組合の管轄地域（表－ 6）ごとに，今
回対象としている 2008 年度に間伐，主伐作業が行わ
れた全森林面積を 100 ％として設定した値である。表
－8に収穫作業システムが2種類ある森林組合ごとに，
傾斜と収穫作業システムの設定，およびその振り分け
に用いた面積割合を示す。急傾斜地に適用した収穫作
表－5　各市町の林道迂回と作業路迂回
図－9　林地残材および用材の搬出先
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業システムは，②スイングヤーダ集材，⑤グラップル
全木木寄せである。図－ 10 に収穫作業システム区分
の分布図を示す。また，これらの収穫作業システムの
他に，小班のすべての林分セルが完全に道路と重なる
道沿いの小班は，搬出作業は不要と仮定して，道端で
のグラップルによるはい積みと，トラック運搬のみの
システムとした。
　さらに，グラップルでの木寄せを行っている森林組
合については，ウィンチを用いた木寄せと，グラップ
ルを用いた直接木寄せを，林地傾斜の急な小班から面
積割合 2：8 で配分した。この面積割合は，グラップル
での木寄せを行っている県内の 2 つの森林組合に聞き
取った値で，今回はこの値を全該当森林組合に用いた。
　機械規格についても聞き取りや，過去の調査記録な
どを参考に森林組合ごとに設定した（表－ 9）。また，
中型もしくは小型として想定した各機械は，フォワ
ーダ積載量が中型で 3.5 m3，小型で 2.5 m3，スイング
ヤーダのバケット容量が中型で 0.45 m3，小型で 0.25 
m3，グラップルのバケット容量が大型で 0.45 m3，中
型で 0.25 m3，小型で 0.15 m3，プロセッサのバケット
容量が中型で 0.35 m3，小型で 0.25 m3 とした。
4.5.2　収穫費用算定式
　林地残材（表－ 10）および用材（表－ 11）の収穫
費用算定式は，労務経費，機械経費，生産性から作業
工程ごとに設定した。労務経費は森林組合調査報告書
12）からチェーンソー作業は 2,567 円 /h，その他の機
械作業は 2,650 円 /h，トラック運搬工程については澤
口 25）から 2,400 円 /h と設定し，機械経費は機械価格，
耐用年数，年間運転時間，減価償却費率，維持修理費率，
年間管理費率，減価償却費，維持修理費，管理費，燃料・
油脂費を用いて算出した。また，林地残材の収穫では
枝条などにより嵩張ることを考慮するため，森林組合
調査報告書12）を参考に，林地残材収穫費用算定式では，
用材収穫費用算定式に対し，48％の生産性で設定した。
なお，本研究では伐捨間伐，利用間伐，主伐のいずれ
の作業においても用材と林地残材の両方を同時に搬出
することを想定しており，林地残材収穫費用は造材後
の残材発生時以降となる。したがって，表－ 7 の枠内
が林地残材収穫費用計上部分となる。
　また，副作業費として土場作設費用と作業路作設費
用を計上した。
　土場作設費用 Dc（円）は，村上ら 15）と同様に，土
表－6　各森林組合の管轄地域と木材搬出先
表－7　収穫作業システムと採用森林組合（枠内：林地残材収穫費用計上部分）
表－8　収穫作業システム配分割合
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場作設は森林組合が使用しているグラップルなどのベ
ースマシンを利用することが多いことから，グラップ
ルローダの機械経費を算出し，土場面積（m2）は出
材量 V（m3/ha）に比例するものとして，一時間あた
りの作設量（m2/ 時）を乗じて算出した下記の式を使
用した。
 （5）
　作業路作設費用は，使用機械ごとの平均木寄せ距離
から矩形モデルを用いて開設量を，使用機械ごとのバ
ケット容量から作業路幅員をそれぞれ決定し，澤口
25）の作業路作設単価を用いて表－ 12 のように算出し
た。作業路迂回は，各市町の平均傾斜から森林利用学
的地形指数 I を算出し決定した（表－ 5）。林地残材
収穫の有無に関わらず，用材搬出時に作業路が作設さ
れることから，作業路作設費用は用材収穫費用に計上
した。
　さらに用材の費用には，間接費として機械運搬費，
車庫等管理費，諸経費，市場手数料，市場はい積料，
消費税を加えた。
　機械運搬費は，機械運搬単価×機械台数によって求
めた。ここでいう機械台数とは作業使用機械台数から
チェーンソーなどの手持ち機械を除いた機械数のこと
であり，前節で設定した各収穫作業システムでは表－
7 に示した台数となる。運搬単価は 50,000 円 / 台とし
たため，1 小班あたりの機械運搬費は 100,000 円もし
くは 150,000 円となる。
図－10　収穫作業システム分布図
表－9　各森林組合の使用機械の規格設定
表－10　林地残材収穫費用算定式
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　車庫等管理費は簡易施設費（2,000 円 / 台日）×搬
入機械台数×現場滞在日数より求めた。ここで現場滞
在日数は一日の作業時間を 6 時間とし，各種機械の作
業時間（h/m3）から求めた。
　諸経費は直接費合計額×間接諸経費率（0.15）と算
出し，市場手数料（木材売上げ額の 1 割），市場はい
積料（700 円 /m3），消費税（直接費の 5％）は，森林
組合への聞き取り調査から決定した。
4.6　林地残材収穫可能量の推定
　林地残材の買取価格をパルプ材の価格などを参考に
3,000 円 /t，補助金，地域通貨 20）などによる上乗せを
考慮して 6,000 円 /t，また，電力固定価格買取制度の
検討状況 21）などを参考に 10,000 円 /t と設定し，林地
残材による収入を算出し，また，用材価格はヒノキを
20,000 円 /m3，スギおよびその他樹種を 10,000 円 /m3
と設定し，用材による収入を算出する。スギ・ヒノキ
以外の樹種の価格については，施業実施林分の面積の
うち 97％がスギ・ヒノキ林分であり，その他の樹種
が 3％と小面積であることから，細かく設定はせず，
森林・林業白書 23）のカラマツの平均価格が 10,000 円
/m3 であることや，宮島 13）での広葉樹材平均単価が
15,000 円 /m3 前後で推移していることから，スギと同
じ 10,000 円 /m3 とした。
　また，用材価格の林地残材収穫可能量に与える影響
を検討するため，スギ・その他樹種，ヒノキそれぞれ
8,000 円 /m3 と 16,000 円 /m3，12,000 円 /m3 と 24,000
円 /m3 の組み合わせについても試算した。
　林地残材と用材の収穫費用の合計と収入の合計で収
支比較を小班ごとに行い，収支プラスとなる小班から
の林地残材発生量を林地残材収穫可能量とした。
5．発生量と収穫可能量の推定
5.1　発生量
　解析の結果，栃木県では，2008 年度の間伐，主伐
作業によって 273,380t の林地残材が発生したと推定
された。そのうち伐捨間伐が 204,122t（75％），利用
間伐が 50,980t（18％），主伐が 18,278t（7％）であっ
た。この時，用材発生量は伐捨間伐が 26,304m3（22％），
利用間伐が 51,104m3（43％），主伐が 40,786m3（35％）
表－11　用材収穫費用算定式
表－12　作業路作設費用算定式
表－13　林地残材および用材の発生量
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表－14　主伐および利用間伐における市町ごとの用材発生量補正値
表－15　補正後の林地残材および用材の発生量
合計で 118,194m3 と推定された（表－ 13）。
5.2　発生量の補正
　主伐に関して，栃木県への聞き取り調査から，地
域森林計画書 29, 30, 35）策定のために推定された 2008
年度における県内での主伐（皆伐）材積総量では
147,820m3 という値が得られており，この値に対
し，解析によって得られた主伐における用材発生量
40,786m3 は 3 割程度の値となっている。この原因とし
て，主伐実施小班を植え付け実施小班から推測してい
るため，造林が実行されていない小班は特定できなか
ったことが考えられ，今回の植え付け実施率は 27.59
％という結果になった。しかしこの植え付け実施率
は，第Ⅲ章で述べたデータ減少分も含まれた値である
ため，過小となっている（表－ 2）。
　本研究では，県内での林地残材発生量をより正確に
見積もるために，この主伐（皆伐）材積総量からの補
正を加えた。植え付け実施小班は，将来の育林費用を
考慮しても採算のとれる条件の良い小班に限られてい
る可能性はあるが，今回は市町ごとに植え付け実施小
表－16　市町ごとの林地残材収穫可能量
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班の面積に応じた補正用材発生量から補正値を作成
し，小班ごとの収穫費用は変化させずに，算出された
林地残材および用材の発生量にそれぞれ同率の補正を
加えた。
　さらに間伐に関しても，栃木県の 2008 年度素材
生産量 424,000m3 から上記の主伐（皆伐）材積総量
147,820m3 を除いた 276,180m3 に対し，解析によって
得られた利用間伐における用材発生量 51,104m3 は 2
割程度の値となっている。この原因としては，施業履
歴における重複データや，Keycode が一致せず森林簿
からデータを統合できない小班，MapKeycode が一致
せず gIs から位置情報が得られない小班の存在など
が考えられるが，本研究では約 90％の施業履歴デー
タを再現しているため，この影響は大きくないと予想
できる。その他の原因としては，施業履歴の元情報が
補助事業への申請記録であるため，本研究での試算が
主に森林組合が行った作業を対象にしたものとなって
おり，国有林や民有林での利用間伐は素材生産業者も
行っている現状から，このような記録がなかったこと
も考えられる。このため，今回は利用間伐においても，
主伐と同様の手法で補正値を作成し，補正を行った。
伐捨間伐については，ほぼ補助事業を活用しての作業
であると考えられるため，このような補正は行わず，
推定された発生量をそのまま結果とした。表－ 14 に
主伐および利用間伐において市町ごとに作成した補正
値を示す。
　この補正によって，主伐による用材発生量は
147,820m3，利用間伐による用材発生量は 276,180m3，
合計は 450,304m3 となり，同時に林地残材発生量も増
加した。表－ 15 に補正後の林地残材および用材の発
生量をまとめる。
5.3　収穫可能量
　林地残材および用材の収穫費用と収入を試算し，収
支比較を行い，収支プラスとなった小班からの発生量
を収穫可能量とし解析した結果を，市町ごとに表－
16 に示す。
　伐捨間伐では林地残材買取価格 10,000 円 /t から収
穫可能となり，利用間伐と主伐では，用材発生量が多
く，収入の高い主伐からの供給が多いことがわかった。
合計では，買取価格 3,000 円 /t で収穫可能量 9,158t（収
穫可能割合 1.67％），6,000 円 /t で 11,308t（2.06％），
10,000 円 /t で 22,468t（4.09％）という結果となった。
　市町ごとに見ると，栃木市，西方町，益子町，市貝町，
岩舟町，那須町の 6 市町でいずれの林地残材買取価格
でも収穫可能量はなかった。また，3,000t までを那須
塩原市ペレット工場へ搬出するとした大田原市，那須
塩原市，那須町のいずれでもチップ生産工場への収穫
可能量がなかった。このため，搬出先が 2 ヵ所となっ
たのは鹿沼市と日光市のみであった。
　いずれの林地残材買取価格においても，最も収穫可
能量が多かったのは鹿沼市で，市内にチップ生産工場
と木材共販所 2 ヵ所を保有し，さらに施業実施小班数
も最も多い市町であったためと考えられる。この鹿沼
市と日光市，佐野市，大田原市，宇都宮市，矢板市，
塩谷町は林地残材買取価格の増加とともに段階的に収
穫可能量が増加する傾向となった。この 7 市町は，施
業実施された小班数が 500 以上と多く，収穫費用の偏
りが少なく，このような傾向となったと考えられる。
この中でも特に小班数の多い佐野市，鹿沼市，日光市
では，林地残材買取価格 10,000 円 /t の設定で伐捨間
伐からも収穫可能となった。
　収穫可能量が段階的に増加した 7 市町の中で，特に
収穫可能割合が高かった矢板市と塩谷町は，似た特徴
を持っており，まず小班数，小班面積といった施業規
模，面積あたりにおける林地残材および用材発生量（図
－ 11，12），収穫作業システムが似ており，また，林
地残材運搬距離はやや長いが，用材運搬距離は短く（図
－ 13），主伐・利用間伐も比較的多い（図－ 8）。この
ため，この 2 市町のような条件を満たせば，鹿沼市や
日光市ほどの施業規模を有さなくても，林地残材発生
図－12　市町ごとの用材発生量
図－13　市町ごとの林地残材および用材の平均運搬距離
図－11　市町ごとの林地残材発生量
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量に対し，比較的高い割合で収穫可能となると考えら
れる。
　さらに，那須塩原市，さくら市，那須烏山市は，矢
板市などと比べ，小班数，小班面積といった施業規模
は少ないものの面積あたりにおける林地残材および用
材発生量，収穫作業システム，運搬距離の傾向が似て
おり，条件の良かった小班が収穫可能となったことで
収穫可能割合が高くなった。一方，林地残材運搬距離
の長い那須町，那珂川町や，林地残材運搬距離，用材
運搬距離がともにやや長い益子町，茂木町，市貝町は
あまり収穫可能とならなかった。
　ペレット製造工場に近く，小班数 693 の大田原市は
需要量の上限によって伐捨間伐からの収穫可能量がな
かったが，那須塩原市ペレット工場へ 3,500t まで収穫
すれば，伐捨間伐から収穫可能となることを確認した。
那須町からのペレット製造工場への搬出に関しては，
収穫可能量がなかったが，那須町はペレット製造工場，
木材共販所への運搬距離がともに他 2 市町に比べ長か
ったことや，搬出作業不要と仮定した道沿いの小班が
存在せず集材費用が割高となっていた。
　次に施業区分，林地残材買取価格ごとの収入，収
穫費用の平均値を表－ 17 に示す。林地残材買取価格
3,000 円 /t では，ヒノキ林分から収穫が始まるため用
材収入の平均値が高く，また，費用に関しては搬出作
業不要と仮定した道沿いの小班の収穫から始まるため
集材費用や土場作設費用が低いことが確認できる。ま
た，伐捨間伐において収穫可能となる林地残材買取価
格 10,000 円 /t では，用材収穫費用が大きく増加して
いることが確認できる。これは全体の 1 割とした用材
発生量に多くの経費を計上しているためだと考えられ
るが，林地残材が 4,000 円 /t 程度の費用で収穫できる
小班では収穫可能な小班も存在した。
　搬出先，施業区分，林地残材買取価格ごとの収穫可
能量を表－ 18 に示す。各搬出先では，工場の需要量
を 50％～ 100％以上賄うものの，発生量全体に対する
収穫可能量は低い結果となった。林地残材買取価格
3,000 円 /t で主伐からの収穫可能量を中心に 40 ～ 60
％程度賄い，林地残材買取価格 6,000 円 /t で那須塩原
市ペレット製造工場と，鹿沼市チップ生産工場の需要
量の約 75％を賄い，林地残材買取価格 10,000 円 /t で
は余剰分が発生する結果となった。なお，那須塩原
市ペレット製造工場への搬出は上限を 3,000t とした
が，小班ごとに搬出先をひとつとして解析するため，
3,000t からの差分が小さくなるように，ペレット製造
工場搬出かチップ生産工場搬出かの境界の小班を選択
した。このため，買取価格 10,000 円 /t では 2,971t（99.04
％）で終了した。
　鹿沼市チップ生産工場や那須塩原市ペレット製造工
場への搬出で各工場の需要を賄うことが可能となる傾
向に対して，佐野市チップ生産工場への搬出では，林
地残材買取価格 3,000 円 /t で需要量の約 45％，10,000
円 /t としても約 60％と，頭打ちとなった。これは小
表－17　施業区分、林地残材買取価格ごとの収入、収穫費用平均値（用材価格：スギ・その他10,000円/m3－ヒノキ20,000円/m3）
表－18　施業区分、搬出先、林地残材買取価格ごとの林地残材収穫可能量（需要量に対する比率）
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班ごとに近い工場に搬出する設定のため，より県央側
に位置する鹿沼市チップ生産工場の方が，県内の林地
残材を収穫するには有利となり，佐野市チップ生産工
場は収穫範囲が狭く，収穫可能となりやすい道沿いの
小班や主伐・利用間伐のヒノキ林分が少なかったため
である。
　そこで鹿沼市チップ生産工場へ収穫可能となる余剰
分を，佐野市チップ生産工場へ収穫する場合の収穫費
用を試算し，収穫可能量を推定した。鹿沼市チップ生
産工場への搬出において，収穫可能量に余剰分が発
生するのは林地残材買取価格 10,000 円 /t の時で，年
間需要量 8,160t に対し，収穫可能量 15,837t となり，
7,677t の余剰となった。これらの発生場所は，宇都宮
市，鹿沼市，日光市，矢板市，さくら市，塩谷町の 6
市町であり，佐野市チップ生産工場までの収穫費用
を試算したところ，さくら市を除く 5 市町で収穫可能
となる小班が存在した。この収穫可能量を佐野市チッ
プ生産工場へ搬出した結果を表－ 19 に示す。佐野市
チップ生産工場まで収穫可能となった小班では，最短
距離の鹿沼市チップ生産工場へ搬出するより運搬距離
が平均で約 1.5 倍となり，収穫費用では 5％程度割高
になったものの，佐野市チップ生産工場の需要量を約
85％まで賄う結果を得ることができた。
5.4　用材価格の影響
　表－ 20 に用材価格，林地残材買取価格を変化させ
た時の施業区分および樹種ごとの収穫可能小班数をま
とめた。概ね用材価格の増加とともに収穫可能小班数
の増加が見られたが，林地残材買取価格 10,000 円 /t
での伐捨間伐では用材価格の増加とともに収穫可能小
班数が減少した。これは，ペレット製造工場への搬出
区分の変化によるもので，林地残材買取価格が 10,000
円 /t と高い条件において，用材価格が低い場合は林
地残材発生量の多い伐捨間伐から収穫されやすく，用
材価格が高くなるに従い，用材発生量の多い利用間伐
や主伐から収穫されやすくなるためと考えられる。
　また，林地残材収穫が林業経営に与える影響を見る
ため，林地残材を収穫せず，用材収穫のみを行った場
合の収穫可能小班数も併記した。ここから，林地残材
買取価格が 10,000 円 /t となれば，林地残材収穫によ
って収穫可能小班が増加することが確認できた。特に
伐捨間伐では，表－ 17 で示したように，全体の 1 割
とした用材発生量に多くの経費を乗せているため，用
材収穫費用が高額になっており，用材のみでは収穫可
能とならない。しかし，用材とともに 4,000 円 /t 程度
の費用で林地残材を収穫できる現場であれば収穫可能
な小班も存在し，林地残材収穫によって，現在，伐捨
間伐が行われている現場においても，利用間伐が実行
できる可能性があると考えられる。買取価格が 6,000
表－19　鹿沼チップ生産工場に上限を設けた場合の施業区分、搬出先、林地残材買取価格ごとの林地残材収穫可能量（需要量に対する比率）
表－20　施業区分および樹種ごとの用材価格を変更による収穫可能小班数の変化
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円 /t でも用材価格が低いスギ・その他林分では用材
のみを収穫するより，同時に林地残材も収穫する方が
収穫可能となる小班が増加した。
6．考察
6.1　収穫費用に影響する各因子と収穫可能量との関係
　設定した各林地残材買取価格において，どのような
小班が収穫可能となっているか，その特徴を収入や収
穫費用に影響する因子ごとに収穫可能量との関係を考
察する。
　まず表－ 17 から，林地残材買取価格 3,000 円 /t で
は用材収入がほぼ 20,000 円 /m3 となっており，ヒノ
キ林分からの収穫が大部分を占めることが確認でき
る。図－ 14 に施業区分および樹種と収穫可能となる
林地残材買取価格を示す。主伐（ヒノキ），利用間伐（ヒ
ノキ），主伐（スギ・その他），利用間伐（スギ・その
他）の順で収穫可能となることが確認できた。
　また，表－ 17 では，林地残材買取価格 3,000 円 /t
の利用間伐，買取価格 10,000 円 /t の伐捨間伐におい
て作業路作設費用，土場作設費用が 0 円になっており，
搬出作業不要と仮定し，作業路や土場を作設しないと
した道沿いの小班のみから収穫されたことがわかる。
図－ 15 に収穫作業システムについて示す。道沿いの
集材不要小班が多いため，あまり収穫作業システムの
影響はなかった。図－ 16 に道沿いの小班の収穫可能
となる林地残材買取価格を示す。主伐で 100％，利用
間伐で約 50％，伐捨間伐でも約 35％が収穫可能とな
った。伐捨間伐において収穫不可能となったのは，用
材率を 10％と設定したため用材発生量が少なく，利
用間伐でも小班面積が小さく発生量自体が少ない小班
や，用材価格の低いスギ林分，工場から遠い市町とい
った条件で，用材収穫費用を用材収入で賄えず，林地
残材収入によるプラス分も用材によるマイナス分を補
えなかった小班などである。しかし，道沿いの伐捨間
伐ならば，林地残材収穫によって，一部を用材収穫と
した上で，収穫可能となる可能性がある。
　次に小班面積，発生量，林地傾斜，搬出距離，運搬
距離について図－ 17 ～ 23 に示す。
　小班面積では，4ha まで収穫可能な小班が存在した
が，それ以上の小班面積では 7ha を除いて収穫可能な
小班がなかった（図－ 17）。7ha で収穫された小班は
矢板市の道沿いの小班であった。小班面積が大きい小
班は奥山に位置し，平均傾斜が大きく，運搬距離が長
く，収穫費用が嵩むため，このような結果となったと
考えられる 15）。
　小班からの発生量では，林地残材，用材ともに発生
量が増加するのに従い，収穫可能となる小班が増加し
た（図－ 18，19）。これらは，用材発生量の多い主伐
や利用間伐から収穫可能となることと一致した。
　林地傾斜では，急になるに従い徐々に収穫可能とな
図－15　収穫作業システムと収穫可能となる林地残材買取価格
図－18　林地残材発生量と収穫可能となる林地残材買取価格
図－16　道沿いの小班の収穫可能となる林地残材買取価格 図－19　用材発生量と収穫可能となる林地残材買取価格
図－14　施業区分および樹種と収穫可能となる林地残材買取価格
図－17　小班面積と収穫可能となる林地残材買取価格
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る小班が減少する結果となったが，40 度や 50 度とい
った急傾斜地でも林地残材買取価格 3,000 円 /t から収
穫可能となった小班が存在し，これらは鹿沼市，日光
市，佐野市といった工場周辺の市町で，主伐ヒノキ林
分であった（図－ 20）。
　搬出距離では，道沿いの小班が 0m となり，約 40
％が収穫可能となった。それ以外で収穫可能となる小
班は概ね 150m までで，搬出距離 300m で収穫された
小班は鹿沼市の主伐ヒノキ林分で，小班面積が 3.25ha
と大きく，発生量も多く，収入が高額となったためと
考えられる（図－ 21）。
　運搬距離については，林地残材運搬距離では 10km
から 60km まで同程度の結果となったが，用材運搬距
離では長くなるに従い，収穫可能となる小班は減少し
た（図－ 22，23）。
6.2　路網整備
　土場から既存路網までの距離について，今回は公的
資金により路網が整備されることを想定し，土場から
既存路網まで到達するための路網費用は計上していな
いため，収穫費用や収穫可能量の推定に直接影響する
因子ではないが，図－ 24 に示すように小班が既存路
網から離れるに従い収穫可能となる小班は減少した。
この原因は，土場から既存路網までの距離 0m となる
道沿いの小班から収穫可能となりやすいことや，搬出
先である工場は比較的街中の路網が発達した立地にあ
るため，土場から既存路網までの距離が短いと運搬距
離も短くなることが考えられる。
　また，土場から既存路網までの距離と施業区分の関
係を見ると，小班が既存路網から離れるに従い伐捨間
伐が行われる傾向も確認した（図－ 25）。そこで，さ
らに市町ごとに土場から既存路網までの距離が 100m
圏内および 200m 圏内における林地残材発生量，収穫
可能量を集計した（表－ 21）。2008 年度の間伐，主
伐作業は約 80％が土場から既存路網までの距離 200m
圏内であり，林地残材発生量も栃木県全体で 100m 圏
内に 73％，200m 圏内に 83％が存在していた。また，
収穫可能となる小班も土場から既存路網までの距離
150m 程度に存在するため，収穫可能量も 100m から
200m へ範囲を広げることで増加する市町は少ない結
果となり，土場から既存路網までの路網整備 100m 程
度で，今回推定された収穫可能量の 90％以上が収穫
できるという結果になった。
6.3　造林補助事業
　これまでの解析（通常解析）では補助金を考慮しな
かったが，実際の間伐作業ではほとんどの場合補助金
が申請され，支給されている。そこで本研究でも今回
図－20　林地傾斜と収穫可能となる林地残材買取価格
図－23　用材運搬距離と収穫可能となる林地残材買取価格
図－24　土場から既存路網までの距離と収穫可能となる林地残材買取価格
図－25　土場から既存路網までの距離と施業区分の頻度分布
図－21　搬出距離と収穫可能となる林地残材買取価格
図－22　残材運搬距離と収穫可能となる林地残材買取価格
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解析対象とした 2008 年度に実施されていた造林補助
金を旧造林補助事業，森林・林業再生プランによって
新たな体系となった造林補助金を新造林補助事業とし
て，それぞれ解析に組み込み，各補助事業が解析結果
に与える影響を考察した。
　なお，対象小班全てにこれらの補助金を適用すると，
多額の補助金予算が必要となるが，本研究では各小班
の収益性のみを検討し，補助金額・補助金予算も含め
た補助金体系については今後の検討課題とする。
6.3.1　旧造林補助事業
　旧造林補助事業における補助額は，補助対象が林齢
60 年以下の間伐で，林齢，伐採率，搬出の有無ごと
に設定された標準単価に，補助率と査定係数を加味し
て決定される。栃木県の標準単価表 32）から，小班ご
との条件（林齢，伐採率）に該当する標準単価を選択
し，資源循環利用林の補助率 4/10 と，査定係数 1.7 を
乗じて補助額を算出した（表－ 22）。なお，標準単価
は搬出ありを使用する。
　さらに作業路作設費用に対する補助金も計上した。
この補助額は，栃木県庁が作成した森林作業道標準
単価表 36）の横断傾斜角および幅員ごとの標準単価に，
補助率 4/10，査定係数 1.7 を乗じて算出した（表－
23），補助金算出の横断傾斜角（度）は小班の林地傾
斜を使用した。
　旧造林補助事業を適用した結果を，搬出先，施業
区分，林地残材買取価格ごとの収穫可能量を表－ 24
に，市町ごとに表－ 25 に示す。栃木市，西方町，益
子町，茂木町，市貝町，岩舟町を除く 12 市町で通常
解析より林地残材収穫可能量が増加し，林地残材買取
価格 3,000 円 /t で 9,158t（1.67％）から 31,836t（5.79％）
と 約 3.5 倍，6,000 円 /t で は 11,308t（2.06 ％） か ら
40,426t（7.35％）と約 3.6 倍，10,000 円 /t では 22,468t
（4.09％）から 71,980t（13.09％）と約 3.2 倍となった。
　通常解析では買取価格 3,000 円 /t，6,000 円 /t では
表－21　市町ごとの既存路網から100m	圏内および200m	圏内における林地残材発生量と収穫可能量（推定林地残材総発生量に対する比率）
表－22　旧造林補助事業における補助額（円/ha）
表－23　作業路作設費用に対する補助額
表－24　旧造林補助事業適用後、施業区分、搬出先、林地残材買取価格ごとの林地残材収穫可能量（需要量に対する比率）
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表－25　旧造林補助事業適用後、市町ごとの林地残材収穫可能量
表－26　新造林補助事業における補助額（円/ha）
収穫可能とならなかった伐捨間伐でも多くの市町で収
穫可能に転向した。この原因として，伐捨間伐は林齢
が若く，補助の対象となりやすいことが挙げられる。
また，補助金により収支プラスとなった場合には，林
地残材発生量が大きいため，収穫可能量が一気に増加
した。利用間伐では，面積割合で約 16％が林齢 60 年
以上の林分であり，補助対象外となったが，買取価格
3,000 円 /t では合計で通常解析の 504t（2.94％）から
22,768t（132.68％）と急増した。
　主伐では，買取価格 6,000 円 /t と 10,000 円 /t で林
地残材収穫可能量が減少したが，これは，那須塩原市
ペレット製造工場への搬出が，収穫費用の低い小班か
ら 3,000t 収穫までと設定しているため，補助事業導入
前は用材率が高く，用材収入の多い主伐からペレット
製造工場への搬出となる傾向があったが，補助事業導
入後では補助対象となった間伐の方が収穫費用が低く
なり，先にペレット製造工場へ搬出する結果となった。
このため，チップ生産工場へ搬出することになった主
伐からの発生量が，収穫不可能に転換した。表－ 18
と表－ 24 を比較すると，買取価格 3,000 円 /t において，
表－ 18 では主伐からの収穫可能量でほぼ占めている
が，表－ 24 では利用間伐や伐捨間伐からも多くの収
穫可能量があり，買取価格 3,000 円 /t ですでに需要量
を賄った。さらに，大田原市，那須塩原市，那須町で
は新たに鹿沼市チップ生産工場へ収穫可能となる小班
もあった。
6.3.2　新造林補助事業
　森林・林業再生プランから新体系となった造林補助
事業では，これまでの林齢と伐採率から補助額を決定
する手法から，より大きな面積を団地化した集約化施
業によって，より多くの材を搬出した事業者に有利と
なるよう，施業面積 5ha 以上，搬出材積 10m3/ha とい
う条件とともに，標準単価も搬出材積が大きいほど高
額となる体系となった。新補助事業においても，対象
は林齢 60 年以下の間伐であるが，2008 年度の対象林
分では小班のみで 5ha となるような小班はほとんど存
在しなかった。そこで，対象小班で 8 近傍検索をかけ，
地続きの小班によって団地を形成した後，その団地に
おける搬出材積を算出し，該当する標準単価を選択し，
資源循環利用林の補助率 4/10 と，査定係数 1.7 を乗じ
て補助額を算出した（表－ 26）。なお，標準単価は集
材方法が車両系か架線系かで異なるが，本研究ではす
べての収穫作業システムで作業路を作設して，フォワ
ーダやグラップルが林内に入るため，スイングヤーダ
を用いたシステム②においても車両系の標準単価を使
用した。また，標準単価の決定に必要な伐採率は，団
地の平均を使用した。
　新補助事業の目的には，集約化して路網整備の促進
と効率的な施業の実施を目指すことが視野に入れられ
ているものの，林班などの単位で団地を形成し，大き
な実施計画を作成すれば，作業区分は小さくても申請
が可能であるため，本研究では団地ごとに決定した標
準単価に各小班面積を乗じ，それぞれ小班の補助額と
した。また，作業路作設費用に対する補助金も別途計
上した。
　新補助事業を適用するにあたり，地続きの対象小班
（林齢 60 年以下間伐）で団地を形成し，小班面積合計
5ha かつ搬出材積 10m3/ha の補助対象団地となったの
は，2008 年度施業履歴中で 235 団地となり，2008 年
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度施業履歴全小班数 8,058 から 5,471 になった。表－
27 に各市町の団地数と団地形成小班数を示す。さら
に図－ 26 に小班面積の頻度分布を示す。団地形成前
は全小班に対する 5ha 以上の小班は，面積割合で 5.8
％であったが，団地形成後は 49.8％に上昇した。
　新造林補助事業を適用した結果を，搬出先，施業
区分，林地残材買取価格ごとの収穫可能量を表－ 28
に，市町ごとに表－ 29 に示す。旧造林補助事業と同
様，栃木市，西方町，益子町，茂木町，市貝町，岩舟
町を除く 12 市町で通常解析より林地残材収穫可能量
が増加し，林地残材買取価格 3,000 円 /t で 9,158t（1.67
％）から 22,034t（4.01％）と約 2.4 倍，6,000 円 /t で
は 11,308t（2.06％）から 31,799t（5.78％）と約 2.8 倍，
10,000 円 /t では 22,468t（4.09％）から 52,469t（9.54％）
と約 2.3 倍となった。
　主伐については，旧造林補助事業同様，林地残材買
取価格 6,000 円 /t と 10,000 円 /t で林地残材収穫可能
量が減少した。
　新造林補助事業は旧造林補助事業に比べ，林地残材
収穫可能量の増加へ与える影響が少ない結果となっ
た。地続きの小班で団地を形成したところ，間伐実施
小班の多くが地続きとなっていたが，合計面積が 5ha
を超えず，旧造林補助事業では補助対象であった小班
も補助対象から外れ，収穫可能量が減少した。新造林
補助事業を有効に活用するためには，新造林補助事業
の体系を踏まえた施業計画を立案する必要がある。
　足利市と鹿沼市では，旧造林補助事業より新造林補
助事業の結果で，収穫可能量が増加した。足利市は林
地残材買取価格 3,000 円 /t で収穫可能となる伐捨間伐
で，鹿沼市はいずれの買取価格でも利用間伐で，旧造
林補助事業より新造林補助事業の方が収穫可能量が多
くなった。これらの小班では，旧造林補助事業での補
助額より，団地を形成し搬出材積を多くすることで補
助額が上がる新造林補助事業の補助額の方が有利と
なっていた。この影響が表－ 28 の林地残材買取価格
3,000 円 /t での佐野市チップ生産工場への収穫可能量
の増加に表れた。
　さらに，旧造林補助事業と新造林補助事業における
補助額の変化を見るために，各小班もしくは団地の面
積に対する補助額（円 /ha）で頻度分布を作成した（図
－ 27）。旧造林補助事業が 25 万円 /ha，35 万円 /ha，
40 万円 /ha の価格帯に集中しているのに対し，新造林
補助事業では，条件による補助額の変化が顕著で，広
い価格帯を持ち，また 50 万円 /ha 以上という高額な
補助額も存在した。
7．総括と課題
　本研究では，栃木県内における林地残材発生量，発
生場所の現状の把握と，その収穫費用を試算するモデ
ルを構築した。本モデルでは，解析に使用するデータ
は栃木県庁より一般に公開されている記録で，申請を
行えばだれでも入手することができる上に，時間や手
間を最小限にし，栃木県全域という広範囲を対象にし
た詳細な解析が可能となった。
　解析に使用するデータの整備手法に関して，既往の
ラスターデータを重ね合わせ解析を行う方法から，ラ
スターデータによる林分条件（林地傾斜，搬出距離，
運搬距離）の算出と，小班ごとの情報（面積，林齢，
樹種，蓄積）を別途扱う手法を検証，使用したところ，
既往の方法では，栃木県全域で 50％程度しか再現で
きなかった小班データを，最終的に栃木県全域で 90.7
％まで解析にかけることが可能となった。
　林地残材および用材の発生量の推定では，栃木県に
おいて 2008 年度の間伐，主伐作業によって 549,957t
の林地残材と 450,304m3 の用材が発生したと推定され
た。この発生量から，林地残材および用材の収穫費用
と収入を試算し，収支比較を行ったところ，林地残
材買取価格 3,000 円 /t で林地残材収穫可能量は 9,158t
（1.67％），林地残材買取価格 6,000 円 /t で 11,308t（2.06
％），林地残材買取価格 10,000 円 /t で 22,468t（4.09％）
という結果になった。
　さらに旧造林補助事業を考慮すると林地残材収穫可
能量は 3.5 倍程度増加したが，森林・林業再生プラン
から新しい体系となった新造林補助事業では 2.5 倍程
度増加で，旧造林補助事業に比べ林地残材収穫可能量
が少ない結果となった。これは 2008 年度の間伐作業
表－27　各市町の団地数と団地形成後小班数（施業履歴の小班数との比率）
図－26　団地形成による小班面積頻度分布の変化
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表－28　新造林補助事業適用後、施業区分、搬出先、林地残材買取価格ごとの林地残材収穫可能量（需要量に対する比率）
表－29　新造林補助事業後、市町ごとの林地残材収穫可能量
栃木県における森林施業履歴を用いた用材および林地残材の発生量と収穫可能量推定モデルの構築
では新造林補助事業の体系を踏まえた施業計画が立て
られていないためと推測できるので，今後は新造林補
助事業を有効に活用するために集約化した場合の試算
が必要である。
　また，収穫作業システムの変更や，林地残材および
用材の搬出率の最適化など，補助事業以外での収穫可
能量増加の可能性や，用材の径による価格変化，歩留
まりについても検討する必要がある。本研究では土場
から既存路網までの路網整備は公的資金により路網が
整備されることを想定し解析を行ったが，林地残材や
用材が既存路網からどの程度の範囲に発生しているか
明らかになったので，今後は路網整備の優先順位や最
適規格などの路網整備計画も検討する必要がある。さ
らに本研究では森林施業履歴を用いて，過去の用材お
よび林地残材の発生量と収穫可能量を推計したが，今
後は本研究を基に，将来の需要量を考慮し，森林の持
続性を保ちながら林地残材および用材を安定的に供給
する計画支援システムへ発展させる予定である。
　最後になりましたが，本論文の考察を深めるに当た
り，助言や厚いご指導をいただきました田坂聡明教授，
松英恵吾准教授に感謝の意を表します。また，データ
の提供元であり，聞き取り調査にもご協力頂きました
栃木県環境森林部森林整備課，聞き取り調査にご協力
頂きました栃木県環境森林部林業振興課，栃木県森林図－26　団地形成による小班面積頻度分布の変化
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組合連合会，森のエネルギー研究所に深く感謝致しま
す。
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